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１　本章のテーマ： 
都市自治体の広域連携と都道府県

地方分権改革は、自治体の権限の拡大と財源確保、そして国と地
方の関係改革によって、自治体、とくに都市自治体のありように大
きな変化をもたらした。また、「平成の大合併」は、都市自治体の大
規模化をもたらし、多くの「大都市」を生むこととなった。あわせ
て、「平成の大合併」は、大都市と小規模自治体の規模の差を広げる
状況を生んでおり、自立して行政運営が可能な大都市と、相互に連
携し、国や県の垂直補完を受けなければ行政運営がままならない小
規模自治体への二極化が進んでいるようにも思える。

このことは、本研究会のテーマである都市自治体と都道府県の関
係にも大きく影響している。大都市自治体と小規模自治体では、都
道府県との関係が異なっており、自立をめざす大都市と、都道府県
との垂直補完を必要とする小規模自治体では、都道府県の位置づけ
の違いが生じることとなろう。

そうした状況に一石を投じる施策が自治体の広域連携である。自
治体の広域連携は、複数の自治体が何らかの方法で連携することに
より、政策の立案・執行を進めるものである。後にみるように、広
域連携施策にはさまざまなものがあり、その特徴もさまざまであ
る。なお、ここで広域連携という場合には、複数の自治体が連携す
る場合をさし、本章で広域行政という場合は、それが、都道府県が
広域行政を担うことも含めて用いる。その意味では、広域連携も広
い意味での広域行政の中に含まれる。本章で注目するテーマが都道
府県の圏域と広域連携の圏域の重複や役割分担を問題にするのも、
そうした広域行政のあり方をめぐる議論を中心に展開されるからで
ある。

2013年に示された第30次地方制度調査会（以下、「30次地制調」と
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第 1 章　圏域における都市自治体の役割

いう。）の答申は、その第 ４ において、「基礎自治体の現状と今後の
基礎自治体の行政サービス提供体制」と称して、「平成の大合併」後
の基礎自治体のあり方と広域行政について検討を行っている。ま
た、2020年の第32次地方制度調査会答申（以下、「32次地制調」とい
う。）は、「20４0年頃にかけて生じる変化・課題、そして大規模な自
然災害や感染症等のリスクにも的確に対応し、持続可能な形で地域
において住民が快適で安心な暮らしを営んでいくことができるよう
にするためには、地方公共団体がそれぞれの有する強みを活かし、
それぞれの持つ情報を共有し、資源を融通し合うなど、地域の枠を
越えて連携し、役割分担を柔軟に見直す視点が重要となる。市町村
においては、他の地方公共団体と連携し、住民の生活機能の確保、
地域の活性化・経済成長、災害への対応、地域社会を支える次世代
の人材の育成、さらには、森林や農地の保全、持続可能な都市構造
への転換、技術やデータを活用した都市・地域のスマート化の実現
などのまちづくり等に広域的に取り組んでいくことが必要である」

（第30次地方制度調査会, p.1４）として、今後の広域連携の重要性を
指摘している。さらに、「市町村間の広域連携、都道府県による補
完・支援など、多様な手法の中から、最も適したものを市町村が自
ら選択することが適当」（同上）であるとし、都道府県と市町村のあ
り方に言及しているのである。

こうした国の動向と自治体をめぐる現状を見る時、自治体の広域
連携には、都市自治体と都道府県の関係を考える上で、さまざまな
論点が浮かんでくる。ここでは、それらをふまえ、市町村と都道府
県の関係について考えてみたい。なお、本章では、専ら市町村によ
る広域連携のみを取り扱い、また、特別区は、市町村とならんで基
礎的自治体として位置づけられるが、章全体を通じて、特別区も含
めた意味で市町村と表記することとする。
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２　市町村広域連携の現状

（1）広域連携方策の多様性
まずは、現状の市町村の広域連携の現状について見ておきたい。

現行制度においては、自治体が広域連携を行う方法として、協議
会、機関等の共同設置、事務の委託、といった法人の設立を要しな
い簡便な仕組み、そして、特別地方公共団体としての一部事務組
合、広域連合が存在する。図1-1は、制度の概要と運用状況につい
ての総務省の整理である。

出典：総務省HP

図1-1　広域連携の仕組みと運用状況

もともと、自治体の広域連携では、圏域の中で自治体が協力し
て、ごみ処理や介護保険などに取り組むものとして多用され、一部
事務組合が全国各地に設置された。広域連合制度は、それをいわば
バージョンアップしたものであり、より統治性の強い特別地方公共
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第 1 章　圏域における都市自治体の役割

団体を設立するものであったといえる。しかし、図1-1および図1-2
にみられるように、近年の状況を見ると、事務の委託や新設された
連携協約などの割合が増大しており、特別地方公共団体を設置しな
い、比較的簡便な広域連携の仕組みを採用する自治体が増えてい
る。このことは、30次地制調の提起したテーマでもある。

出典：総務省HP

図1-2　共同処理方式の方式別割合（平成30年現在）

30次地制調の答申では、「より弾力的な広域連携の制度」を設ける
こととすべきであるとされ、定住自立圏制度を推進すると共に、そ
こにおいて自治法上の事務の共同処理にかかる規約を定めることが
求められることから、「市町村間の広域連携を一層促していくため
の新しい「柔軟な連携を可能とする仕組みを制度化すべきである」
と指摘する（第30次地方制度調査会, p.17）。基本的には、「集約と
ネットワーク化」を推進し、中心自治体と周辺自治体の連携による、
効果的で効率的な行政サービス提供体制を構築すると共に、それが
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より容易になる制度構築をめざしていくという基本方針が示されて
いるのである。なお、三大都市圏については、そうした地方圏での
方策をそのまま応用することは適切でなく、各都市が水平的・相互
補完的、双務的に適切な役割分担を行うことが有用であるとして、
大都市部と地方圏での異なる政策展開を提示している（同上, pp.18-
19）。

こうした連携方策が提起される背景には、広域連携の仕組みにつ
いて、「一部事務組合や協議会については迅速な意思決定が困難で
はないか、機関の共同設置については中心的な役割を果たす市町村
の負担が大きいのではないか、事務の委託については委託団体が受
託団体から事務処理の状況等の情報を把握することが困難なのでは
ないか」（同上, p.17）といった問題意識がある。ポスト合併後の基
礎自治体のあり方について、広域連携による行政サービスの持続的
な供給に期待しながらも、新しい展開が求められ、それが連携中枢
都市圏の形成の促進という制度設計につながっていくのである。

（2）定住自立圏と連携中枢都市圏
ア　広域連携の新たな展開

高度経済成長期以降、広域化する行政課題や住民ニーズに対応す
るため、さまざまな広域行政の仕組みが構築され、先に触れたよう
な一部事務組合や広域連合などの地方自治法に基づいて圏域設定を
行う制度が生まれ、一方で、地方中核都市地域やふるさと市町村圏
などの各省庁の施策も展開されてきた。

一方で、深刻な人口減少、少子高齢化の状況をふまえ、具体的な
広域連携施策が制度化されたのは、2000年代に入ってからである。
2008年12月、総務省は「定住自立圏構想推進要綱」を策定・公表し、

「一定の人口規模を有する都市が、周辺の市町村と圏域を構成する
構想」が示された。「定住自立圏」は、「集約とネットワーク」に基
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第 1 章　圏域における都市自治体の役割

づき、中心市と近隣市町村が連携し、圏域全体の活性化を図るもの
だとされる。具体的には、圏域として必要な生活機能の確保に中心
的な役割を担う中心市1が中心市宣言を行い、近隣市町村の意思（中
心市と近隣市町村の 1 対 1 の定住自立圏形成協定締結）によって圏
域が形成される。そして、中心市が定住自立圏共生ビジョンを策定
し、そのなかで圏域の将来像や協定に基づく取組みなどを示すこと
とされている。

ここで、中心市には、大規模商業・娯楽機能、中核的な医療機能、
各種の生活関連サービス機能など、近隣市町村を含めた圏域全体の
くらしを支えることが求められ、一方で、近隣市町村には環境、地
域コミュニティ、食料生産といった観点からの役割が期待される。
中心市と近隣市町村の連携によって、「定住」のためのくらしに必要
な機能を総体として確保することで、「地方圏から三大都市圏への
人口流出を食い止め」、「地方圏への人の流れを創出する」ことが目
指されているのである（総務省 2018a, p.1）。

さらに、30次地制調答申は、地方の中枢的な役割を果たす都市
（地方中枢拠点都市）を核として、近隣市町村が相互に役割分担を行
い、連携することで圏域全体の活性化を図る新たな広域連携の必要
があると主張する（第30次地方制度調査会 2013, pp.17-18）。その結
果、201４年に制度化されたのが「連携協約」であり、これらを受け
て創設された「連携中枢都市圏」である。これは、地域の中核とな
る中心都市（連携中枢都市）が近隣の市町村と連携し、「コンパクト
化とネットワーク化」により、圏域全体の活性化をめざすものであ
る。連携中枢都市圏の仕組みは、定住自立圏と重なる部分が多い。

1 中心市の要件は、①人口 ５ 万人程度以上（少なくとも ４ 万人超）、②昼夜間人口
比率が 1 以上、③三大都市圏の区域外の市（三大都市圏の区域内に所在する場合
は、特別区又は政令指定都市に通勤通学する者の割合が 1 割未満）とされている

（総務省 2018a, pp.3-４）。
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すなわち、連携中枢都市2が連携中枢都市宣言を行い、近隣の市町
村と 1 対 1 で連携協約を締結することで圏域が形成され、連携中枢
都市は連携中枢都市圏ビジョンを策定し、圏域の将来像や連携協約
に基づく取組みなどを定める。

連携中枢都市には、①圏域全体の経済成長の牽引、②高次都市機
能の集積・強化、③生活関連機能サービスの向上が期待され、連携
中枢都市と近隣市町村が連携することで、人口減少・少子高齢社会
においても一定の圏域人口を有し、活力ある社会経済を維持するた
めの拠点形成を図ることが目的とされている（総務省 2018b, p.1）。
定住自立圏と比較してみると、中心となる連携中枢都市に圏域全体
の経済成長の牽引という役割が期待されており、圏域人口規模が大
きくなっている。

イ　定住自立圏の形成状況
2009年にスタートを切った定住自立圏は、全国で127圏域が形成

されており、５3５市町村がこれを形成している3。全国1,7４1市町村の
うち、約 3 割が定住自立圏を構成していることとなる。都道府県別
の状況をみると、定住自立圏の形成数が最も多いのは北海道で1４圏
域（11.6%）、次いで秋田県、栃木県、熊本県がそれぞれ 7 圏域

（6.8%）、新潟県、長野県、兵庫県が 6 圏域（５.0%）と続く4。なお、
東京都、神奈川県、富山県、石川県、福井県、大阪府、和歌山県の

2 連携中枢都市の要件は、①政令市または中核市、②昼夜間人口比率がおおむね
1 以上、③三大都市圏の区域外の市（三大都市圏の区域内に所在する場合は、特
別区又は政令指定都市に通勤通学する者の割合が 1 割未満）である（総務省
2018b, p.3）。

3 2020年 ４ 月 1 日時点の数値である。総務省HP「全国の定住自立圏構想の取組状
況について」を参照（https://www.soumu.go.jp/main_content/0006911５6.pdf（最
終閲覧日：2020年10月 1 日））。

4 圏域が複数の都道府県にまたがっている場合は、双方の都道府県に含めて算出
している。以下、連携中枢都市についても同様である。
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7 都県では定住自立圏は形成されていない。
圏域の人口規模は以下のようになっている。住民基本台帳に基づ

く人口（2020年 1 月 1 日時点）では、「人口５0万以上（政令指定都市
レベル）」が 1 圏域（0.8%）、「人口20万以上～５0万未満（中核市レベ
ル）」が26圏域（21.５%）で、「人口20万未満」は9４圏域（77.7%）と
なっている。人口規模の分布を見てみると、「人口10万以上～20万
未満」が４2圏域（3４.7%）で最も多い。次いで「人口 ５ 万以上～10万
未満」が39圏域（32.2%）となっており、人口 ５ 万以上～20万未満で
全体の66.9%を占めている。

ウ　連携中枢都市圏の取組み状況
一方、連携中都市圏は、2020年の段階で、全国で3４の圏域が形成

されており5、指定都市と中核市の総数が60市であることから、それ
らの半数以上が連携中枢都市となっていることがわかる。連携中都
市圏が本格的な運用に入ってから ５ 年を経過し、この制度浸透して
きているように見える。

都道府県別の状況では、形成数が最も多いのは岡山県、広島県、
山口県でそれぞれ 3 圏域（8.8%）、次いで青森県、富山県、兵庫県、
福岡県、長崎県がそれぞれ 2 圏域（５.9%）と続いている。なお、19
の都府県（宮城県、秋田県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千
葉県、東京都、神奈川県、山梨県、愛知県、三重県、滋賀県、京都
府、大阪府、奈良県、和歌山県、徳島県、沖縄県）では連携中枢都
市圏が形成されていない。

圏域の人口規模では、2020年時点で、「人口５0万以上（政令指定都
市レベル）」が23圏域（67.6%）、「人口20万以上～５0万未満（中核市

5 2020年 ４ 月 1 日時点の数値である。総務省HP「連携中枢都市圏の形成の動き」
を参照（https://www.soumu.go.jp/main_content/000680006.pdf（最終閲覧日：
2021年 3 月 1 日））。
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レベル）」が11圏域（32.４%）となっている。連携中枢都市は、政令
指定都市か中核市であることが要件とされていることから、定住自
立圏と比較して圏域人口の規模が格段に大きくなっている。人口規
模の分布では、「人口４0万以上～５0万未満」が 7 圏域（20.6%）で最
も多く、「人口５0万以上～60万未満」と「人口100万以上～200万未
満」がそれぞれ 6 圏域（17.6%）と続いている。連携中枢都市圏にせ
よ、定住自立圏にせよ、圏域の人口規模に大きな開きが存在してい
るのが現状である。

３　自治体の広域連携と都道府県

（1）広域連携をめぐる考え方
広域連携をめぐる国の考え方をもう一度整理しておきたい。30次

地制調答申は、大都市のあり方や基礎自治体の現状についての認識
と今後の改革方向を提言し、そこでは、「平成の大合併」以降の自治
体の現状を分析し、道州制や大阪都構想などが議論される中、政令
市などが提唱する「特別自治市」構想などについて答申している。
そして、平成の大合併以降も、市町村の「総合行政主体」としての
役割が意識される一方で、広域連携のあり方についても、考え方が
示されている。

答申は、「平成の大合併」が行財政の効率化や、広域的なまちづく
りの推進などについて成果が現れていると評価するが、旧市町村地
域の振興や住民の声の行政への適切な反映などについて課題がある
ことも指摘されており、合併の弊害克服の必要性も論じられてい
る。その上で、現状に対処するために、一層の自主的な市町村合併
を進めると共に、先にも見たように、共同処理方式による市町村間
の広域連携、都道府県による補完などの多様な手法の選択が提起さ
れている。その中でも、市町村間の広域連携と都道府県による補完
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が重要な選択肢として施策を講じることが提起されていることは既
述の通りである。

それが、前節でみたような「より弾力的な広域連携の制度」であ
り、定住自立圏制度を推進すると共に、そこにおいて自治法上の事
務の共同処理にかかる規約を定めることが求められることから、

「市町村間の広域連携を一層促していくための新しい「柔軟な連携を
可能とする仕組みを制度化すべきである」とする。基本的には、「集
約とネットワーク化」を推進し、中心自治体と周辺自治体の連携に
よる、効果的で効率的な行政サービス提供体制を構築すると共に、
それがより容易になる制度構築をめざしていくという基本方針が示
され、これが連携中枢都市圏として制度化される。なお、三大都市
圏については、そうした地方圏での方策をそのまま応用することは
適切でなく、各都市が水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分
担を行うことが有用であるとして、大都市部と地方圏での異なる政
策展開を提示していることも先に触れたとおりである。

（2）広域連携と「総合行政主体」
こうした広域連携をめぐる方向性が示される一方で、市町村を

「総合行政主体」として位置づける考え方があり、この総合行政主体
としての市町村と広域連携の関係について述べておきたい。

市町村は、地方自治法上、基礎的地方公共団体と位置付けられ、
「市町村優先の原則」に基づいて自治体の事務を担う。また、「住民
に身近な行政は身近な地方公共団体が担っていくことを基本とすべ
き」（第2４次地方制度調査会答申）であることからも、地域における
事務は市町村が担うことが原則となる。

2000年の分権一括法は、国と地方の関係を改革し、自治体行政へ
の分権化を進めるものであったが、その結果、多くの権限や事務を
自治体が担うこととなる。その意味で、市町村は「総合行政主体」
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であり、地方分権を推進するための「受け皿」として期待されたの
が市町村合併である。山崎重孝は、「基礎自治体」を、「これまでの

「市町村」とか「基礎的な地方公共団体」という存在を超えた新しい
行政主体であることを意識的にとらえようとしたものと考えること
ができる」（山崎（上）, p.37）とし、「福祉、教育、まちづくりなど
住民に身近な事務を原則として国や都道府県の関与なしに処理でき
る実力を備えた団体」、すなわち「総合行政主体」であるとしてい
る6。

このように、市町村を総合行政主体と捉える考え方は、権限移譲
の「受け皿」には一定の人口規模が求められるという市町村合併推
進の根拠にもなりうるものであるが、合併困難な地域にとっては、
その「受け皿」を広域連携に求めることになる。そうした期待の下
に整備されてきたのが広域連合である。広域連合が構想された際に
は、そこに「統治主体形成（Governする主体）」が求められ、特別
地方公共団体を設立する方策が企図された7。

これに対して、「弾力的で柔軟な」制度設計をめざす定住自立圏や
連携中枢都市圏は、広域連合等に代わって圏域に統治主体形成をめ
ざすことを企図しているのであろうか。32次地制調は、この点につ
いて「連携協約に基づいて自主的に行われる市町村間の広域連携に
際し、連携計画作成市町村が連携計画を作成し、これに基づいて関
係市町村が役割を分担して施策を実施する枠組みを関係市町村が自
ら選択した場合」は、「連携計画を作成する際の合意形成過程のルー
ル化や、連携計画の進捗管理を行う際の他の市町村の適切な関与等

6 こうした主張に対し、「総合行政主体」は、日本の地域の多様性の尊重とは相容
れないものであり、「市町村を合規格、規格外に分け、国にとって管理しやすい
ように粒ぞろいにしていくという集権発想がひそんでいる」との批判がなされて
いる（大森彌 2018）。

7 自治省振興課長（当時）の岩崎忠夫は、「govern」する主体の形成が広域連合の
目的の一つであることを指摘している（岩崎, p.11）。
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により、他の市町村の十分な参画を担保する仕組みを法制度として
設け、これを適切に活用する」等としている（第32地方制度調査会, 
p.17）。

そこには、例えば連携中枢都市圏にそうした仕組みを導入し、圏
域にガバナンスを確立しようという問題意識が見えるが、一方で

「こうした仕組みを法制度として設けることについては、このよう
な仕組みにより特定の広域連携の枠組みへ誘導され、市町村の自主
性を損なうことなどの懸念があるのではないか、法制度化以外にも
対応方策が考えられるのではないかなどの意見があ」るとし、具体
的な方策や法制度化については先送りされている（同上）。そこに
は、特別地方公共団体である一部事務組合や広域連合でも実現が困
難な圏域のガバナンス強化を実現することは、「弾力的で柔軟な」制
度設計では難しいという現実があるように思われる。

ただし、「連携計画作成市町村以外の市町村の参画を担保する確
実な方策は法制度化であり、関係市町村が自ら選択する仕組みであ
れば誘導の懸念は当たらないのではないかなどの意見もあること、
また、地域の実情も多様であること等から、その是非を含めて、関
係者と十分な意見調整を図りつつ検討がなされる必要がある」（同
上）として、制度化に含みをもたせている。今後、広域連携をめ
ぐって、国レベルでどのような議論が展開されるのかには注目して
いく必要があろう。

（3）広域連携と都道府県
このような市町村をめぐる「総合行政主体」の議論と広域連携の

政策展開をふまえ、それらと都道府県の関係について考えてみた
い。本章の問題関心は、地方分権によって権限拡大がなされた市町
村、とりわけ都市自治体と都道府県の関係に、どのような位置づけ
の変化が生じたのかを考え、あわせて広域連携施策が推進される
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中、広域行政の重層性や圏域にどのような位置づけの変化が生まれ
たのかというところにある。

いうまでもなく、戦後の日本の地方自治制度は、都道府県－市町
村の二層制をとっており、都道府県を広域自治体、市町村を基礎的
自治体として位置づけてきた。都道府県は、市町村を包含する広域
自治体であり、広域事務、連絡調整事務、補完事務を担うことと
なっている。その意味では、地方分権による市町村優先原則の徹底
は、都道府県の役割を縮小させる方向性をもっていたといえよう。

その一方で、日本における人口減少と少子高齢化の進行は、都市
部への人口集中と小規模自治体の過疎化という二極化を加速してお
り、高度経済成長以降の過疎と過密8によるいびつな国土形成の弊
害を生じさせている。近年増加している自治体の広域連携では、中
心市、ないしは連携中枢都市といった人口が集中した大都市自治体
が、周辺の人口減少自治体と連携するという、二極化の状況を受け
た連携方法となっている。もちろん、従来の一部事務組合や広域連
合の中にはそうした性格をもった圏域も存在しているが、そうした
状況を前提とした圏域の設定が必須となっているのが定住自立圏や
連携中枢都市圏の仕組みである。

その意味では、これらの制度は、従来の一部事務組合や広域連合
が、市町村合併によらない圏域形成をめざしたものであることに加
え、そこに中心自治体への人口集中を促し、圏域の人口維持をめざ
したものであることがわかる。このことは、先にみたように、定住
自立圏構想が、「地方圏からの人口流出を食い止め、地方圏への人
の流れを創出する」ことを目的とするとされていることからも明ら
かである（山崎 2009, p.４）。

実際にそのような「人口のダム」が機能しているかどうかはとも

8 西尾（1977）を参照。
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かく9、少なくとも各圏域で、中核的な自治体への人口集中を促進す
ることが政策のひとつの目標になっている点には注意したい。その
意味では、都道府県の市町村補完機能に影響を与える制度となる可
能性があり、都道府県－市町村関係を変化させることに留意した検
討が必要なのである。

また、広域連合制度発足時に統治主体形成が意図されていたこと
は先に触れたが、定住自立圏、連携中枢都市圏におけるその点につ
いての検証は未だ不十分である。制度的には、特別地方公共団体を
設立するものでもなく、外形的には各自治体の自立性を保持したま
まの連携となるが、その実態についての検証はまだこれからであ
る。あわせて自治体に対する住民統制、民主的なコントロールとい
う観点からは重要な論点であることに注意したい。

さらに、都道府県の立場から見た時、定住自立圏等の展開の中で
都道府県圏域を越える市町村連携が見られることも重要であり、こ
れが都道府県境を相対化する可能性をもつことについても留意して
おく必要がある。

４　広域連携から考える市町村と都道府県の関係

（1）都道府県の役割をあらためて考える
このように、地方分権改革と「平成の大合併」による市町村の状

況の変化、そして、そうした中での広域連携施策の展開が、都道府
県のあり方にも影響を与え、都市自治体の権限強化との関係が問わ
れるようになっている。

そして、一方で、そのような状況にも関わらず、都道府県には、
広域事務や連絡調整事務といった、圏域内で不可欠で重要な任務が

9 牛山（2021）を参照されたい。
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残る。新型コロナ等にみられるような感染症拡大、東日本大震災の
ような広域激甚災害等では、都道府県のそれら機能がいかんなく発
揮される必要があるだろう。課題となるのは、補完事務である。
「平成の大合併」は市町村規模の肥大化と、その一方での小規模化

を招いており、都道府県による市町村補完のあり方について問題を
提起した。従来から、都道府県による市町村の垂直補完のあり方が
課題となっているが、権限や財源など、大きな力量をもった大都市
や大都市圏域に比して、小規模な市町村については、都道府県－市
町村間の「上下」関係が生じる可能性があり、また、自治体間でど
のような財政調整を行っていくのかなど、都道府県の総合調整機能
のあり方も課題となる。広域自治体と基礎的自治体の位置づけ、役
割分担と相互関係のあり方について、従来とは異なる地域内、都道
府県内の状況をふまえた基本的な考え方を整理する必要があろう。

少子高齢化や過疎化の進行などで、衰退が危惧される地方圏の小
規模市町村にとって、都道府県の垂直補完は極めて重要である。都
道府県と市町村、さらには地方の中核的な都市と小規模自治体の間
の相互補完関係を総合的に構築し、そこにガバナンスを確立してい
くためには、どのような制度設計が求められるだろうか。

これまでも、道州制や大都市制度など、さまざまな改革論議が提
起されてきたが、現下の社会環境の変化をふまえつつ、地方自治の
本旨と地方分権の考え方に沿った都道府県のあり方について考えて
いく必要がある。広域事務や連絡調整事務といった重要な機能を、
都道府県住民のためにいかんなく発揮すると共に、集権型の上下主
従の関係を徹底して排除する、分権的な姿勢が求められているとい
えよう10。
10 神奈川県は、自治基本条例において、「市町村の主体性及び自立性を尊重し、適

切な役割分担を図るよう努めなければならない」（17条 1 項）とし、以下、権限
移譲の促進や財政措置、市町村の県政参加等について規定しており、都道府県
のあり方を考える上で参考になる。
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（2）都市自治体の役割と地域自治
市町村は、自治法上、自治体の事務のうち、都道府県が処理する

ものとされているものを除いて一般的にこれを処理するとされてい
る。すなわち、国が担う事務、都道府県が担うことと規定されてい
る事務以外は、市町村が処理するとされているのである。その意味
では、地方分権改革の進展と相まって、総合行政の担い手として、
主体的な役割を果たしていくことが市町村に求められているといえ
よう。

その一方で、市町村合併は自治体間の規模格差を生じさせてお
り、その状況下をふまえつつ、地域住民に持続可能な形で行政サー
ビスを提供する必要が生じている。広域連携施策はそのための試み
であり、そうした連携が成功した圏域もあれば、うまく機能してい
ない地域もあることが今後の課題である。

重要なことは、こうした連携が市町村の主体的なイニシアティブ
と都道府県との連携補完によって進められることである。自治体間
の連携では、「集約とネットワーク」を進めることも必要ではある
が、あわせて、圏域全体の発展と調和のとれた地域振興にも留意し
なくてはなるまい。そうした施策の効果を高め、ガバナンスを強化
するための民間、住民交流も必要である。

以上みてきたように、市町村が進める主体的な連携の現状をふま
え、さまざまな実例に学びながら、市町村連携のあり方を検討する
必要があるだろう。また、圏域をけん引する都市自治体の役割は大
きく、圏域の整備計画に加え、都道府県との連携、ネットワーク形成
においても、十二分な役割を果たすことが求められているのである。
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